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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結
累計期間

第28期
第２四半期連結
会計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
10月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
10月１日
至平成21年
９月30日

売上高（千円） 2,289,1206,236,5851,077,2103,379,9975,073,558

経常利益又は経常損失(△）（千

円）
△960,859 229,296△388,424 148,784△1,355,391

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（千円）
△909,342 249,635△329,755 145,844△1,194,800

純資産額（千円） － － 325,402 273,199 36,882

総資産額（千円） － － 2,244,3713,197,2602,228,060

１株当たり純資産額（円） － － 29.81 25.03 3.37

１株当たり四半期（当期）純利益

又は純損失金額（△）（円）
△83.30 22.87 △30.20 13.36 △109.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 14.5 8.5 1.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△48,182 148,437 － － △327,358

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△428,285 △5,350 － － △327,778

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
550,181△147,038 － － 579,716

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 230,741 68,845 70,951

従業員数（人） － － 211 196 206

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第28期第２四半期連結累計期間、第28期第２四半期連結会計期間及び第28期の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、四半期（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。また第

29期第２四半期連結累計期間及び第29期第２四半期連結会計期間については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

 

 

EDINET提出書類

株式会社ピクセラ(E02075)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 また、主要な関係会社における異動は、「３．関係会社の状況」に記載のとおりであります。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社でありました貝賽莱（上海）多媒体信息技術有限公司の清算が結

了いたしましたので、連結子会社から除外しております。

　また、持分法適用会社でありました株式会社RfStreamにつきまして、当第２四半期連結会計期間において、当社代表

取締役が役員を兼任する会社（緊密な者）が株式の一部を取得したため、実質支配力基準により当第２四半期連結会

計期間より連結子会社となりました。
　

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（子会社）

㈱RfStream
大阪市浪速区 12,975

半導体、電子機器用部品等

の製造販売事業

33.9

［22.9］　

資金援助あり

債務保証あり　

（注）１　議決権の所有割合の［　］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。

　　　２　債務超過会社で債務超過の額は、平成22年３月末時点で７億41百万円となっております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 196  

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員が

従業員数の10/100未満であるため、記載を省略しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 176  

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり

ます。

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、当第２四半期会計期間の平均人員が従業

員数の10/100未満であるため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類 金額（千円） 前年同四半期比（％）

製品売上                         2,572,039 357.7

ソフトウエアロイヤルティ 145,405 94.5

受託開発 58,220 83.9

 その他 47,199 143.0

合計 2,822,864 289.4

　（注）１．上記の金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

　　　　２. 「その他」は光触媒塗料関連に関わるものであります。

 

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

製品売上 2,399,137 365.5 491,400 172.5

受託開発 89,450 135.5 － －

その他 88,723 122.4 6,382 24.7

合計 2,577,311  324.2　 497,783 150.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　２．製品売上のうち自社ブランド製品については、受注予測に基づく見込生産によっているため、上記受注実績には

含めておりません。

　　　　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。

製品分類
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

前年同四半期比（％）

製品売上（千円） 3,036,508 368.5

ソフトウエアロイヤルティ（千円） 163,350 198.4

受託開発（千円） 89,450 82.6

その他（千円） 90,688 144.9

合計（千円） 3,379,997 313.8

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総

販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 イオンリテール株式会社　 － － 1,750,990 51.8

 Taiwan Hitachi Asia Pacific291,313 27.0 269,409 8.0

 富士通株式会社 163,464 15.2 184,047 5.4

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

１．前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更　

　　該当事項はありません。

　

２．継続企業の前提に関する重要事象等について　

　当社グループは、平成18年９月期から平成21年９月期まで連続して営業損失を計上し、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しておりました。

　当社グループは、当該状況を解消するため、固定費の削減と関係会社の整理を進めるとともに、不採算事業から撤退し

経営資源を地デジ関連事業に集中させることにより、収益の改善に努めてまいりました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）において、営業利益、経常

利益、四半期純利益が全て黒字に転換し、営業キャッシュ・フローについてもプラスとなりました。また、今後につきま

してもこの傾向が続く見通しであることから、当第２四半期連結会計期間末において、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況は解消されたと判断いたしました。

　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況 

　当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高は33億79百万円（前年同期比213.8％増）、損益面につきまして

も、売上の増加に伴い営業利益は１億94百万円（前年同期は３億50百万円の損失）、経常利益は１億48百万円（前年

同期は３億88百万円の損失）、四半期純利益は１億45百万円（前年同期は３億29百万円の損失）となりました。
 
　主な製品群別の状況は以下のとおりであります。

（製品売上） 

[パソコン周辺機器] 

　新ＯＳ「Windows７」や新型ＣＰＵの搭載によりパソコン市場の持ち直しが継続していることから、地上デジタル

チューナー内蔵モデルについても出荷がやや回復しており、パソコンでテレビの視聴・録画ができるテレビキャプ

チャーのＯＥＭ販売は堅調に推移しました。

[デジタルＡＶ家電] 

　自社ブランド「ＰＲＯＤＩＡ」で展開する地上デジタル液晶テレビは、エコポイント制度を追い風に上位機種とな

る２モデルを追加し、大手量販店や大手通販等へ販路拡大に努めた結果、大幅な増収となりました。また、同ブランド

の地上デジタルチューナにつきましても、価格競争力を武器に順調に推移しました。

　また、大手メーカーのテレビに組み込まれる地上デジタル放送受信ボードにつきましても、好調な薄型テレビの販売

に支えられ増収となりました。

　これらの結果、製品売上の売上高は、30億36百万円（前年同期比268.5％増）となりました。

 

（ソフトウエアロイヤルティ）

　動画像編集アプリケーションは、デジタルカメラ・デジタルカムコーダ市場の回復が顕著となったことから、売上高

は１億63百万円（前年同期比98.4％増）となりました。

 

（受託開発）

　大手メーカーの開発費削減の影響を受け、映像編集アプリケーション、テレビ視聴アプリケーションなどのソフトウ

エア開発案件を中心に、売上高は89百万円（前年同期比17.4％減）となりました。

 

（その他）

  光触媒塗料関連の売上高が90百万円（前年同期比44.9％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況 

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末に

比べ１億54百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には、68百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は１億５百万円（前年同四半期は30百万円の使用）となりました。主な増加要因は、税

金等調整前四半期純利益１億48百万円等であり、主な減少要因は、仕入債務の減少額３億38百万円等であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は３百万円（前年同四半期は１億13百万円の使用）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出３百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は48百万円（前年同四半期は１億87百万円の獲得）となりました。これは主に、短期借

入金の返済による支出が75百万円等があったことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

  

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究活動の金額は、１億43百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

　 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,034,100 11,034,100
 　東京証券取引所

　 （市場第一部） 
 単元株式数　100株

計 11,034,100 11,034,100 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年９月19日臨時株主総会特別決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 1,190（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数 100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 119,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 712（注）２

新株予約権の行使期間 平成16年９月20日から平成24年９月19日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格    　712（注）２

資本組入額    356（注）２

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役または使用人の地位を失った場合は原則

として権利行使不能（注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止（注）３

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

２．新株発行による調整後の価額であります。

３．細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予

約権割当契約」に定めております。 
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  会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

            平成17年12月16日定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
（平成22年３月31日）

新株予約権の数（個） 1,400（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
 普通株式

単元株式数 100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 140,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,895

新株予約権の行使期間  平成19年12月17日から平成23年12月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格    　1,895

資本組入額      948

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使不可（注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止（注）２

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

２．細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予

約権割当契約」に定めております。 

 

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成22年１月１日～

 平成22年３月31日 
－ 11,034,100 － 2,562,389 － 2,717,669　

　

 

（５）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 藤岡　浩  大阪府富田林市  1,593,500  14.44

 株式会社エス・エス・ディ  大阪府富田林市藤沢台６丁目24番22号  1,475,000 13.36

 藤岡　毅  大阪府富田林市  800,000 7.25

 藤岡　有紀子  大阪府富田林市  223,700 2.02

 ピクセラ従業員持株会
 大阪市浪速区難波中２丁目10番70号

 パークスタワー２５Ｆ 
 132,700 1.20

 株式会社ピクセラ（自己株）  大阪市浪速区難波中２丁目10番70号  118,503 1.07

 吉田　良治  長崎県長崎市 100,100 0.90

 藤岡　紀子  大阪府富田林市  100,000 0.90

 東京海上日動火災保険株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目２番１号  75,000 0.67

 御前　仁志  大阪府高石市  65,000 0.58

計 －  4,683,503 42.44
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
－ － －

議決権制限株式

（その他）
－ － －

完全議決権株式

（自己株式等）
  普通株式   　 118,500 － 単元株式数 100株

完全議決権株式

（その他）
普通株式   10,914,300 109,143 同上

単元未満株式 普通株式 　　　 1,300 － －

発行済株式総数 11,034,100 － －

総株主の議決権 － 109,143 －

　 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ピクセラ
大阪市浪速区難波中

二丁目10番70号
118,500 － 118,500 1.07

計 － 118,500 － 118,500 1.07

  

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 411 339 395 381 357 350

最低（円） 304 227 269 316 300 320

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から

平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、公認会計士　

日野利泰及び公認会計士　重谷芳人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 68,845 70,951

受取手形及び売掛金 2,093,140 1,302,589

商品及び製品 255,313 106,106

仕掛品 2,153 3,606

原材料及び貯蔵品 215,607 247,035

その他 140,531 62,718

貸倒引当金 △17,002 △20,716

流動資産合計 2,758,590 1,772,290

固定資産

有形固定資産 ※1
 145,509

※1
 145,167

無形固定資産

ソフトウエア 37,195 36,961

その他 817 817

無形固定資産合計 38,013 37,778

投資その他の資産

投資有価証券 157,682 174,384

保険積立金 3,713 3,653

敷金 85,468 85,468

その他 15,917 16,950

貸倒引当金 △7,633 △7,633

投資その他の資産合計 255,148 272,822

固定資産合計 438,670 455,769

資産合計 3,197,260 2,228,060

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,810,444 1,127,443

短期借入金 386,000 257,280

1年内返済予定の長期借入金 49,852 39,912

未払法人税等 14,569 6,272

賞与引当金 59,031 65,172

その他 399,326 244,354

流動負債合計 2,719,224 1,740,434

固定負債

長期借入金 192,028 216,376

債務保証損失引当金 － 19,342

繰延税金負債 12,808 12,956

持分法適用に伴う負債 － 202,066

固定負債合計 204,836 450,742

負債合計 2,924,061 2,191,177
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,562,389 2,562,389

資本剰余金 3,218,618 3,218,618

利益剰余金 △5,353,292 △5,592,620

自己株式 △124,980 △124,980

株主資本合計 302,735 63,407

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △29,536 △17,676

為替換算調整勘定 － △8,848

評価・換算差額等合計 △29,536 △26,524

純資産合計 273,199 36,882

負債純資産合計 3,197,260 2,228,060
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 2,289,120 6,236,585

売上原価 2,145,922 5,019,298

売上総利益 143,198 1,217,286

販売費及び一般管理費 ※
 930,134

※
 872,495

営業利益又は営業損失（△） △786,936 344,791

営業外収益

受取利息 435 60

受取配当金 － 11

助成金収入 6,282 －

雑収入 6,404 740

営業外収益合計 13,122 812

営業外費用

支払利息 7,158 7,171

持分法による投資損失 148,585 34,685

為替差損 － 63,691

その他 31,302 10,760

営業外費用合計 187,046 116,308

経常利益又は経常損失（△） △960,859 229,296

特別利益

固定資産売却益 14 －

賞与引当金戻入額 82,800 7,023

役員退職慰労引当金戻入額 245,817 －

債務保証損失引当金戻入額 － 19,342

その他 － 3,558

特別利益合計 328,632 29,924

特別損失

固定資産除却損 46,397 －

事業撤退損 33,078 3,700

事務所移転費用 58,025 －

特別退職金 39,770 2,139

債務保証損失引当金繰入額 19,342 －

関係会社株式売却損 19,138 －

のれん償却額 68,632 －

特別損失合計 284,384 5,839

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△916,611 253,381

法人税、住民税及び事業税 3,437 3,746

法人税等合計 3,437 3,746

少数株主損失（△） △10,706 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △909,342 249,635
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 1,077,210 3,379,997

売上原価 987,878 2,697,770

売上総利益 89,332 682,226

販売費及び一般管理費 ※
 440,219

※
 487,915

営業利益又は営業損失（△） △350,887 194,310

営業外収益

受取利息 410 59

受取配当金 － 11

為替差益 35,287 －

助成金収入 5,044 －

雑収入 5,373 570

営業外収益合計 46,116 642

営業外費用

支払利息 5,824 4,829

持分法による投資損失 71,375 －

為替差損 － 34,975

その他 6,452 6,362

営業外費用合計 83,653 46,168

経常利益又は経常損失（△） △388,424 148,784

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 232,843 －

債務保証損失引当金戻入額 － 1,971

特別利益合計 232,843 1,971

特別損失

固定資産除却損 44,554 －

事業撤退損 31,743 1,800

事務所移転費用 58,025 －

特別退職金 1,655 934

債務保証損失引当金繰入額 19,342 －

関係会社株式売却損 19,138 －

特別損失合計 174,459 2,734

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△330,039 148,022

法人税、住民税及び事業税 1,877 2,178

法人税等合計 1,877 2,178

少数株主損失（△） △2,161 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △329,755 145,844
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△916,611 253,381

減価償却費 50,157 29,973

のれん償却額 68,632 20,410

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32,114 △3,714

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,872 △6,140

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △245,817 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 19,342 △19,342

受取利息及び受取配当金 △435 △72

支払利息 7,158 7,171

為替差損益（△は益） 11,893 △1,852

持分法による投資損益（△は益） 148,585 34,685

売上債権の増減額（△は増加） 562,729 △790,551

たな卸資産の増減額（△は増加） 168,517 △105,375

仕入債務の増減額（△は減少） △127,882 683,000

未払金の増減額（△は減少） △23,718 6,299

その他 304,346 59,606

小計 △33,858 167,478

利息及び配当金の受取額 435 59

利息の支払額 △9,232 △10,852

法人税等の支払額 △7,171 △8,280

法人税等の還付額 1,645 33

営業活動によるキャッシュ・フロー △48,182 148,437

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,043 △8,500

有形固定資産の売却による収入 39 －

無形固定資産の取得による支出 △1,995 －

投資有価証券の売却による収入 7,590 3,210

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

△41,453 －

関係会社貸付けによる支出 △362,873 －

保険積立金の積立による支出 △60 △60

敷金及び保証金の差入による支出 △21,615 －

敷金及び保証金の回収による収入 5,156 －

出資金の払込による支出 △30 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △428,285 △5,350

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 347,288 △120,900

長期借入れによる収入 204,658 －

長期借入金の返済による支出 △1,666 △26,088

自己株式の取得による支出 △8 －

配当金の支払額 △89 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー 550,181 △147,038

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11,893 671

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 61,821 △3,279

現金及び現金同等物の期首残高 168,919 70,951

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 1,174

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 230,741

※
 68,845
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の適用に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました貝賽莱

(上海)多媒体信息技術有限公司の清算が結了いたしましたので、連結の範囲

から除外しております。

　また、持分法適用関連会社でありました株式会社RfStreamにつきまして、当

第２四半期連結会計期間において、当社の緊密な者がその株式の一部を取得

したため、支配力基準により当第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含

めております。

 
(2) 変更後の連結子会社の数

　　２社

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用関連会社の変更

　上記１.連結の適用に関する事項の変更(1)連結の範囲の変更に記載のとお

り、当第２四半期連結会計期間において、持分法適用会社RfStreamを連結の範

囲に含めておりますので、持分法適用の範囲から除外しております。
 
(2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　　０社 

３．会計処理基準に関する事項の変更 (1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事にかかる収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用

し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から当第２四半期連結会計

期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はあ

りません。　

 

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。 

２．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、494,004千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、442,598千円であ

ります。

  

　２　　　　　　　　　　－

　

　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関の借入に対し、債務保

証を行っております。

 保証先  金額（千円）  内容

㈱RfStream 210,657  借入債務

 

　

（四半期連結損益計算書関係）

 

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料 214,602千円

賃借料 92,721千円

研究開発費 218,543千円

賞与引当金繰入 17,213千円

貸倒引当金繰入 35,264千円

給料 177,173千円

賃借料 36,308千円

研究開発費 265,092千円

賞与引当金繰入 20,577千円

貸倒引当金繰入 5,546千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料 100,713千円

賃借料 51,322千円

研究開発費 103,306千円

賞与引当金繰入 8,882千円

貸倒引当金繰入 25,861千円

給料 92,661千円

賃借料 18,130千円

研究開発費 143,749千円

賞与引当金繰入 10,445千円

貸倒引当金繰入 4,551千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

（千円） （千円）

現金及び預金勘定 230,741

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 230,741

　 

現金及び預金勘定 68,845

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 68,845

　 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月1日　至　

平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（千株）  11,034

 

        ２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式（千株）  118

 

        ３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。

 

        ４．配当に関する事項

  該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至

　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日） 

　コンピュータ周辺機器のハードウエア・ソフトウエア及びデジタル放送受信機器等の開発・製造・販売、そ

の他の事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損益及び資産の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至

　平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

  全セグメントの売上高及び資産の金額の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 334,666 1,940 336,606

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 1,077,210

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 31.1 0.2 31.2

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 269,409 547 269,957

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 3,379,997

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.0 0.0 8.0

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 634,642 2,936 637,578

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 2,289,120

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 27.7 0.1 27.8

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 639,926 1,270 641,197

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 6,236,585

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.3 0.0 10.3

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア・・・・・・中国、台湾、マレーシア

　　　　その他の地域・・・カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）

　当社グループでは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

１株当たり純資産額 25.03円 １株当たり純資産額 3.37円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △83.30円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益        
－

１株当たり四半期純利益金額 22.87円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益        
－

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は四半期純損失が計上されて

いるため記載しておりません。また当第２四半期連結累計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △909,342 249,635

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△909,342 249,635

期中平均株式数（千株） 10,915 10,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △30.20円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益        
－

１株当たり四半期純利益金額 13.36円

潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益        
－

　なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結会計期間は四半期純損失が計上されて

いるため記載しておりません。また当第２四半期連結会計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △329,755 145,844

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△329,755 145,844

期中平均株式数（千株） 10,915 10,915

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日がリース会計基準等適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間におけるリース取引残高は

前連結会計年度末に比べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年５月14日

株式会社ピクセラ

取締役会　御中
 

日野公認会計士事務所
  公認会計士 日野　利泰　　印

  

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 重谷公認会計士事務所

  公認会計士 重谷　芳人　　印

 

　私たちは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピクセラの平成20

年10月1日から平成21年9月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日

まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

  私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピクセラ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準（企業会計基準第9号 平成18年７月５日）」を適用している。

２．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社グループは前連結会計年度にお

いて1,902,158千円の営業損失を計上し、３期連続の営業損失となった。また、当第２四半期連結会計期間においても

350,887千円の営業損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状

況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年５月14日

株式会社ピクセラ

取締役会　御中
 

日野公認会計士事務所
  公認会計士 日野　利泰　　印

  

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 重谷公認会計士事務所

  公認会計士 重谷　芳人　　印

 

　

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピクセラの平

成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３

月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピクセラ及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準第18号 平成19年12月27日）を適用している。

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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